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（1）  汚染財の輸出国と輸入国の違いによる経済厚生水準の違い 
ここで汚染財の輸出国か輸入国かの違いによる貿易自由化の環境への効果について整理 3
すると以下の通りである。 



























汚染財について貿易の影響を部分均衡分析で示す。図-1 で DD′は需要曲線、OS は外部
不経済を反映していない供給曲線、OS′は外部不経済を内部化した供給曲線、PP′は国際
価格である。この国が自由貿易のもとで外部不経済を内部化しないで生産した場合、消費
者余剰は DPA、生産者余剰は POC、外部不経済は OGC、トータルの便益は DPA＋PBO－
BGC となる。閉鎖経済の場合には、トータルの便益は DEO－EHF である。この場合、貿易
による汚染財の生産拡大に伴う環境の悪化によって厚生水準は低下する可能性がある。こ
れに対して、外部不経済を内部化した場合、トータルの便益は消費者余剰 DPA＋生産者余



































した場合、消費者余剰は DPC、生産者余剰は POF、外部不経済は OHF、トータルの便益は
DPC＋PEO－EHF となる。閉鎖経済の場合には、トータルの便益は DAO－AIB である。汚
染財の価格低下による消費者余剰の拡大と汚染財の生産縮小による外部不経済の減少によ
って、外部不経済を内部化しないままでも厚生水準は増加する可能性が高い。これに対し


















































2.  貿易政策を環境政策として用いる場合の問題 
























    （出所）Pearson[242 頁 ] 
次善の策としての貿易政策には、環境改善の追加的な便益と副次的な貿易利益の損失が
存在する。 図-3 は輸出税の場合を示している。 DDは国内の需要曲線、 Dwは世界の需要曲線、
SPは外部性を考慮しない供給曲線、SSは外部性を考慮した供給曲線である。 
最適な排出税 （gh） を課した場合と同じ国内生産者価格(OC)を実現するため DwDw’に相当
する輸出税を課すと、消費者余剰は abd から acf へと増加し、生産者余剰は 0bj から 0ch へ
と減少する。また、生産量の減少に伴い、汚染からの損失は 0ij から 0gh へと減少する。ま








































認知されてきており、1998 年 3 月に採択された OECD 農業大臣会合コミュニケにおいて、
「農業活動は、食料や繊維の供給という基本的機能を越えて、景観を形成し、国土保全や


































































図-4  関税か補助金か？  9
格、WpWp’は外国の供給曲線である。市場の失敗を政策に反映しない場合(OS の供給曲線)
において、自由貿易を採用すると、供給曲線は OHWp’となり、消費者余剰は DGWp、生産
者余剰は WpOH、 多面的機能の利益は OHI、 トータルの利益は OIHGD で囲まれた部分とな
る。OS の供給曲線を前提とし、日本政府が国際交渉の場で主張するように、多面的機能を
維持するという名目で極めて高い関税(KWp を超える関税)を導入し、 輸入を一切認めないと
すると、消費者余剰は DAK、生産者余剰は KOA、多面的機能の利益は OAB、トータルの利
益は DABO で囲まれた部分となる。この二つを比較すると、後者の場合には HIBJ で囲まれ





(関税が A’Wp のとき、関税や生産者余剰の増加等を差し引きすると、便益の増加は HIB’J’、
費用の増加は MGE’であり、この差を最大にする関税が次善の策である)  。これに対して、
補助金を農家に交付することによって供給曲線を OS’にシフトさせると、消費者余剰は
DGWp、生産者余剰は WpOF、多面的機能の利益は OFL、財政負担は同じく OFL で多面的
機能の利益と相殺される、この結果、トータルの利益は DGFO で囲まれた部分となる。こ
の場合、経済厚生水準は最大となる。 
3.  環境政策を貿易政策の代わりとして用いる場合の問題 
環境規制は競争条件に影響を与えるので、環境政策が貿易政策の代わりとして用いられ
る可能性がある。 
WTO や FTA によって貿易の自由化を目指した世界的な経済統合が進行している。 これに
よって、関税や輸入数量制限など伝統的な貿易手段の使用は困難になりつつある。このた
め、基準、認証など他の手段によって貿易制限を行なうインセンティブが高まっている。
その一つの手段として環境政策が挙げられる。 偽装された貿易制限“a disguised restriction on 
international trade”のケースの一例である。 
(1)  完全競争理論による分析 
国際価格に影響力を持つような大国にとって最適な貿易政策は自由貿易ではなく最適関

























生産量が縮小するにつれ、 逓減していく。 図-5-b で逓減する貿易限界利益曲線と逓増する環
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図-5－a,b)  交易条件効果を考慮した最適な汚染削減量 
図-5-a 環境面での便益と費用            図-5-b 貿易の利益と環境の損失 









































































































                                                  
2  クールノー型競争が 1 つの例である。 
3  外国企業も汚染の排出を行っている場合には話は異なる。 その場合はリーケージ効果が環
境規制を緩める方向に働く。  14
らす可能性がある。 



































                                                  







４．  環境政策の貿易に対する影響 
  以上の分析は部分均衡分析を中心としたものであったが、ここでは生産要素を分析の中
心に入れながら一般均衡分析によりアプローチをしていきたい。 








図－７―a  エッジワース・ボックス 
 
図-7-a は、労働という生産要素を固定して資本の多い経済、少ない経済を重ね合わせたエ
ッジワース・ボックスである。A は資本の少ない国、B は中程度の国、C は資本の豊富な国
である。O を原点としてみると、汚染財の等産出量曲線”isoquant”は A 国、B 国、C 国の順
に高い水準にあることがわかる。非汚染財については、それぞれ A、B、C を原点として等
                                                  














産出量曲線をみると A 国、B 国、C 国の順に低い水準にあることがわかる。いま先進国は
途上国よりも相対的に資本豊富であるとする。同一の生産財の価格比の下では、資本が相
対的に豊富な C 国(先進国)は資本集約的な財＝汚染財を多く生産し、 資本が相対的に少ない
A 国(途上国)は資本集約的な財を少なく生産することになる。これを生産可能性曲線で示し
たものが図-７-b である。資本が相対的に豊富な C 国は Pc で生産し OPc の汚染財を輸出し
OCc の非汚染財を輸入して Cc で消費する。資本が相対的に少ない A 国は Pa で生産し OPa











図-7-b  生産可能性曲線 

































                                                  































図-8  相対供給と相対需要  (出所)Copeland & Taylor[2003]  18




























(2)  環境規制と生産要素 















よって、 財価格が変化しなければ、 輸出財と非輸出財の新しい均衡は E’となる。 この結果、
輸出財の生産は大幅に減少し、貿易パターンの逆転も生じる。 
Oy

























































X 財の生産に対してのみ一方的な排出規制があった場合、X 財の生産費用は変化し、X 財

















グー税)は P0 から P1 へ上昇する。図-11 は、汚染財価格の上昇により汚染生産要素の限界


















図-12 で AOx  、BOy は Ox、Oy をそれぞれ起点とする産業Ａと産業Ｂの限界汚染削減費
用曲線である。 Ox Oy の量の汚染削減量を前提とした場合、 経済として最も低い費用で汚染
を削減できるのは、産業Ａが OxE の削減、産業Ｂが OyE の削減を行なった場合である。こ

































で 1 ドルで生産される x 財、y 財の生産量を示している。完全競争及び生産関数の一次同次
性の仮定から価格＝費用(平均費用＝限界費用)であり、したがって、市場では x1 の量の x
財と y1の量の y 財とが等価(1 ドル)交換される。等費用線は wEi＋rKi＝1 ドルを示す傾き－
(w／r)の直線である(r は K(資本)の要素価格・w は E(環境)の要素価格である)。 
 
図－１３  汚染集約度の低下 
 
 
図-１３は、w(汚染生産要素価格)を上げ r を下げ(w／r を大きくする)、その結果得られる
等費用線を x1に接するよう作図している。この新しい等費用線が接する y 財の等産出量曲
線は y2の量の y 財と交換されることとなる。これは、x 財が相対的に安くなり、y 財が相対
的に高くなったことを示している。つまり、y 財(汚染財)の価格上昇によりその財に集約的










































図-１４  貿易と汚染量の増減(汚染財の輸入国の場合) 
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価格は C′C′と D′D′の交わる Pe となり、両国で均等化する。新しい汚染生産要素の価
格 Pe は、汚染財輸出国にとっては上昇、汚染財輸入国にとっては低下している。汚染の使
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